金銭消費貸借契約証書
第１条（　借入要項　）

　　　　　　　　　　　　（以下債務者という）は、　　　　　　　　　　以下債権者という）から次の要項により金銭を借り入れ、確かに受領した。

1. 金額　　　　　　　金、　　　　　　　　　　　　　　　
2. 使途　　　　　　　事　業　資　金　
3. 弁済期および方法
　　　　　年　　　月　　　日を第１回とし、以後毎月　　　　　
4. 利息　　　　　　　月 額　　　　　　　　　　　
　　但し、年１２ヵ月月割計算

5. 利息支払期および方法
借入期または弁済するべき日に、借入日から第１回弁済日までの利息又は弁済日の翌日より次回弁済日までの利息を前払いの事。

6. 損害金
この契約による債務を履行しなかったときは、弁済すべき金額に対し、年　　　　％の割合による損害金を支払う事。この場合の計算方法は、年３６５日の日割り計算とする。

7. 期限の特約
債務者又は保証人が、次の各号の一にでも該当した場合においては、債権者からの通知催告等の手続がなくても、当然に期限の利益を失い、ただちに残債務の全部を弁済する事。

(1) 期日に債務を履行せず、また１回でも利息金の支払を怠ったとき

(2) 他の債務のための強制執行、執行保全処分を受け、または破産、和議競売の申立があったとき

(3) その他債務者の資産もしくは事業の状況に著しい変動を生じ、またはそのおそれのあるとき

第２条（債務の支払場所）

この契約により弁済すべき金銭の支払場所は、債権者名義の返済口座

とする。

第３条（担保の提供）

債権保全のために必要と認められるときは、債権者の請求によって債務者はただちに債権者の承認する担保を差し入れる事。

第４条（　差引計算　）

債務者または保証人が、第１条７記載の一にでも該当した時は、この債務と債務者および保証人の諸預り金とその他の債権とを、期間の如何に関わらず、また事前の通知および所定の手続を省略して相殺することができる。

第５条（　費用負担　）

債務者はこの契約による証書の作成その他この契約により要するいっさいの費用を負担する事。

第６条（執行認諾条項）

債務者および保証人は、この契約による金銭債務の履行を怠ったときは、全財産に対しただちに強制執行を受けても異議がない事を認諾した。

第７条（　保　証　）
保証人は、この契約による債務について保証し、債務者と連帯して債務履行の責めを負うこと。

第８条（公正証書作成義務）

債務者および保証人は、債権者の請求があるときは、ただちにこの契約による債務の承認ならびに強制執行の認諾がある公正証書を作成するために必要な手続をする事。このために要した費用は、債務者が負担する事。

この契約を証し、債権者がこの正本を保有する物とする。

年　　　月　　　日
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